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市町村社協総合支援事業

「我が事・丸ごと」地域共生社会づくりの推進／「住民主体」の

地域づくりを推進／地域包括ケアの推進関係団体との協働

地域福祉活動計画等の策定支援／（新）市町村社協が実施する相

談支援事業等への支援

法人等との協働による地域協議会の設置に向けた支援

とくしま・くらし・サポートセンター事業

生活困窮者自立支援事業の利用推進／運営推進会議の開催／地域

資源のネットワーク化及び社会資源の開拓／（新）生活用品貸与

（給付）事業をとおした生活困窮者自立支援事業の利用促進／関

係職員の意識啓発及び担当職員のスキルアップ／生活困窮者自立

支援事業のあり方検討会の設置

とくしま権利擁護センター事業

日常生活自立支援事業の推進／成年後見制度の推進

生活福祉資金貸付事業

貸付審査等運営委員会の開催／生活福祉資金貸付制度の活用促

進／市町村社協生活福祉資金担当者会議の開催／生活福祉資金貸

付事業運営研究協議会の開催／民生委員・児童委員等との連携協

力／関係機関等との連携による連絡会議への参画／適正な債権管

理の取り組み

ボランティア活動推進事業

ボランティア・NPO組織化等の支援事業

災害にも強い安心・安全な福祉のまちづくり事業

中核スタッフ会議の開催
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ボランティア活動推進事業

次世代・団塊世代等ボランティア活動促進事業／ボランティア活

動を支える人材育成・ネットワーク構築／ボランティア推進セン

ター機能強化事業

福祉・介護職場等体験事業

児童生徒への福祉職場体験事業

福祉施設見学ツアーの実施

福祉・介護人材キャリアパス支援事業

職場内研修支援事業／人材育成の仕組みづくり支援事業／圏域別

キャリアパス支援セミナーの実施

社会福祉従事者研修事業

階層別研修 ５研修／スキルアップ研修 １４研修

社会福祉従事者に対するニーズ調査の実施

介護支援専門員関連研修事業

介護支援専門員関連研修 ６研修

福祉人材センター事業

無料職業紹介事業／人材確保推進のための事業／介護等体験事業

福祉・介護人材マッチング機能強化事業

福祉就職ガイダンス・フェアの開催／福祉事業所向けマッチング

支援セミナー等の開催／ハローワーク移動相談事業

（新）福祉介護現場への女性等参入促進事業

出前講座等の実施／介護・福祉の職場お試し事業

保育人材就職支援等促進事業

保育士就職相談事業／潜在保育士への研修及び保育事業者向け雇

用支援セミナーの実施／保育フェアの開催／保育職場体験事業／

保育人材確保推進会議の開催

介護福祉士等修学資金貸付事業

介護福祉士等修学資金貸付事業／離職した介護人材の再就職準備

金貸付事業

保育士修学資金貸付等事業

保育士修学資金貸付事業／保育補助者雇上費貸付事業／潜在保育

士等の就職準備金貸付事業／（新）保育士の離職防止支援事業

（新）アクティブ・シニア生涯活躍促進事業

出前講座等の実施／介護・福祉の職場お試し事業

福祉サービス第三者評価事業

社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への取り組

み／評価調査者の養成と育成

社会的養護関係施設第三者評価事業

社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への取り組み

地域密着型サービス事業外部評価事業

社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への取り組

み／評価調査者の養成

福祉サービス苦情解決事業

福祉サービス利用者や提供事業所への支援の強化／運営適正化委

員会等の開催

種別協議会との協働事業の推進

各種別協議会の運営

社社会会福福祉祉法法人人 徳徳島島県県社社会会福福祉祉協協議議会会
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臨時特例つなぎ
資金会計
（0.16％）

要保護世帯向け
不動産担保型
生活資金会計
（1.20％）

一般会計
【公益事業区分】
（5.37％）

一般会計
【社会福祉事業区分】
（58.97％）

生活福祉資金
事務費会計
（12.14％）

一般会計
【収益事業区分】
（2.42％）

生活福祉
資金会計
（19.73％）

経常経費
補助金収入
（38.7％）

受託金収入
  （31.9％）

負担金収入
（2.0％）

分担金収入（0.0％）

貸付事業収入
（0.0％）

会費収入（2.5％）

寄附金収入（0.5％）

事業収入
（10.9％）

受取利息
配当金収入
（0.1％）

その他の収入
（0.1％）

その他の
活動による収入
（13.2％）

施設整備等
収入（0.0％）

人件費支出
（47.0％）

事務費支出（3.0％）

助成金支出（4.3％）

負担金支出（0.3％）

分担金支出（0.0％）

施設整備支出（0.6％）
その他の活動支出（6.5％）

その他の支出（0.0％）

事業費支出
（38.3％）

基本方針３ �������	
��
�������

徳島県災害ボランティアセンター整備事業

徳島県福祉救援合同本部、及び県災害ボランティアセンター設

置・運営訓練の実施／徳島県福祉救援合同本部、及び県災害ボラ

ンティアセンターの機能整備

ボランティア活動推進事業

災害ボランティア育成等事業

災害ボランティアセンター体制整備事業

市町村災害ボランティアセンターの設置・運営支援事業

災害にも強い安心・安全な福祉のまちづくり事業

社会福祉法人のための災害時等の事業継続の推進／各圏域の模擬

訓練等への協力及びネットワーク化の支援／各圏域の研修会や模

擬訓練等の共同実施
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県社協組織の運営

第６１回徳島県社会福祉大会の開催／社会福祉法人支援アドバイザー

事業の実施／地域における公益的な取り組みに向けての法人支援／

再投下財産の明確化と福祉サービスへの再投下の実施／地域社会

へ還元する事業の創設

市町村社協総合支援事業
市町村社協会長会議の開催／市町村社協事務局長会議の開催

県社協組織の運営
県社協の中長期ビジョンの管理・執行の推進と、スーパーバイズ

及びアドバイス機能の強化／県民のニーズに合致した効率的な

サービス提供／理事・評議員会の開催・コンプライアンス徹底へ

の取り組み／関係行政機関との連絡会の開催／関係行政機関との

関係づくり／広報戦略の強化

社会福祉事業の経営者が行う福祉サービスの質の向上への取り組み
評価機関の体制整備／第三者評価審査委員会の開催／地域密着型

外部評価事業審査委員会の開催

種別協議会等福祉関係団体との協働事業
徳島県民生委員児童委員協議会／徳島県市町村社会福祉協議会職

員連絡会／徳島県社会福祉法人経営者協議会／徳島県老人福祉施

設協議会／徳島県保育事業連合会／徳島県私立保育園連盟／徳島

県児童養護施設協議会／徳島県ホームヘルパー協議会／とくしま

住民参加型在宅福祉サービス団体連絡会

収益事業
社会福祉事業の経営に充てることを目的とする事業展開

平平成成２２９９年年度度 予予算算のの概概要要

●収●入
科目 （単位：千円）

会費収入 ９，０４５
分担金収入 １
寄附金収入 １，９５０
経常経費補助金収入 １４０，７９７
受託金収入 １１６，０４３
貸付事業収入 ０
事業収入 ３９，５６４
負担金収入 ７，２８５
受取利息配当金収入 ４７５
その他の収入 ２９９
施設整備等収入 ０
その他の活動による収入 ４８，１５９
総額 ３６３，６１８

●支●出
科目 （単位：千円）

人件費支出 １７３，７２７
事業費支出 １４１，５４７
事務費支出 １０，９９３
分担金支出 ４６
助成金支出 １５，９９９
負担金支出 １，０４２
その他の支出 ２
施設整備支出 ２，０５４
その他の活動支出 ２４，２０８
総額 ３６９，６１８

収入

支出

一般会計［社会福祉事業区分］

収入総額 ６１６，５１２円
単位

（：千円）支出総額 １，０３９，２５８円

［上記グラフ：主な収入及び支出科目の構成比］
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ボランティア・NPO活動

次世代ボランティア活動促進事業

地域福祉活動の推進

地域福祉活動計画の策定支援

市町村社協活動状況等便覧の作成

とくしま・くらしサポートネット事業の創設（３社協助成）

コミュニティソーシャルワーク実践者養成研修（入門編・基礎

編）の実施

福祉・介護人材マッチング機能強化事業

福祉就職ガイダンスの開催 求職者１１２名（５５事業所）

福祉就職フェアの開催 求職者７５名（６４事業所）

県内ハローワークでの毎月の巡回相談の実施

福祉・介護職場等体験事業

福祉職場体験の実施 参加者２１名（受入施設９４事業所）

介護ロボット体験学習の実施 参加者４１１名（体験学校９校）

福祉施設見学ツアーの実施 参加者７５名（１３事業所）

福祉人材センター事業

無料職業紹介の実施

有効求人件数（４，７５８件）、有効求人数（１０，０２７名）、有効求

職者数（９，８７９名）、紹介数（１０４名）、採用人数（１０７名）

求職者向けセミナーの開催 １２回

就労状況調査の実施 対象 登録２年以上の求職者７８０名

介護福祉士等修学資金貸付事業

介護福祉士 対象者１４名

実務者研修 対象者５２名

離職した介護人材の再就職準備金貸付創設への対応

保育士・保育所支援センター事業

潜在保育士への再スタート（就転）研修の実施 参加者６９名

保育士雇用支援セミナーの開催 参加者２２名

県内養成校での保育フェアの開催 参加者５９０名

保育人材確保検討会議の開催

保育士修学資金貸付等事業

保育士修学資金貸付 対象者５１名

保育補助者雇上支援 対象事業所１件

潜在保育士の再就職準備金貸付 対象者１名

社会福祉従事者研修事業

階層別研修 ５研修 参加者３５８名

スキルアップ研修 １３研修 参加者７６１名

とくしまの福祉人財応援事業

職場内研修サポート ８事業所

職場内研修体系モデル ２事業所

介護支援専門員関連研修事業

介護支援専門員関連研修 ６研修 受講者５１８名

評価調査員の確保・質向上への取組

福祉サービス第三者評価調査員養成研修への派遣

（義務評価区分）参加者２名 （任意評価区分）参加者１名
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とくしま権利擁護センター事業

権利擁護・成年後見制度に関する相談、申立支援

関係機関連絡会議の開催 参加者６６名

法人後見制度普及促進研修会の開催 参加者６０名

権利擁護支援者養成研修（基礎研修）の開催 参加者３０名

支援者のための成年後見制度研修会の開催 参加者４５名

日常生活自立支援事業

適正な事業実施のための基幹的社協への支援

新任専門員・生活支援員への研修会の開催 参加者２４名

専門員研修会の開催 参加者２０名

生活支援員研修会の開催 参加者３１名

関係機関連絡会議の開催 参加者６６名

金融機関連絡会議の開催 参加者３１名

とくしま・くらしサポートセンター事業

県下１６町村社協を相談拠点として、自立相談支援事業、家計相

談支援事業を実施

新規相談件数（１６２件）、プラン策定件数（１０１件）、家計相談

支援件数（１６件）

支援調整会議（東部・西部・南部）の開催

運営会議の開催

局長会・担当者会の開催

スタッフスキルアップ研修等の開催

「自立相談支援事業従事者養成研修」伝達研修会の開催

家計相談・お金に関するセミナーの開催

地域づくり・就労支援セミナーの開催

生活福祉資金貸付事業

生活福祉資金の活用決定 １１３件

要保護世帯向不動産担保型生活資金の活用決定 １件

家計相談の個別支援件数（２７件）

適正な債権管理の取り組み

担当者会の開催 参加者５４名

運営研究協議会の開催 参加者６２名

地域福祉活動の推進

総合相談・生活支援対応力強化への取り組み

社会福祉法人への就労訓練事業（中間的就労）への取り組み

支援

児童養護施設の退所者等に対する自立支援資金の貸付の実施

生活支援費 ４名・家賃支援費 ５名・資格取得支援費 ２名
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社会福祉事業
  （24.7％）

公益事業
（58.6％）

収益事業
（0.9％）

生活福祉
資金会計
（9.2％）

要保護世帯向け
不動産担保型
生活資金会計
（0.6％）

生活福祉資金貸付
事務費会計（6.0％）

臨時特例つなぎ
資金会計（0.0％）

人件費支出
（47.6％）

事業費支出
（38.8％）

基金積立資産支出（0.1％）

固定資産取得支出
（0.4％）

事務費支出
（4.0％）

分担金支出
（0.0％）

負担金支出
（0.3％）

助成金支出
（3.8％）

積立資産支出（0.1％）
サービス区分間繰入金支出（4.3％）

補助金収入
（42.2％）

受託金収入
（30.3％）

事業収入
（10.2％）
事業収入
（10.2％）

負担金収入（2.2％）

受取利息配当金
収入（0.2％）

その他の
収入（0.3％）

基金積立資産
取崩収入（1.8％）

積立資産取崩
収入（4.2％）

事業区分間繰入金収入（0.4％）生活福祉資金会計
繰入金収入（1.0％）

サービス区分間
繰入金収入
（4.3％）

会費収入
（2.3％）

その他の活動
による収入
（0.0％）

寄附金収入
 （0.5％）
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県災害ボランティアセンター整備事業

ブロック別災害ボランティアセンター訓練・研修会の開催 計４回

熊本地震による被災地支援対応

四国ブロック県社協による被災地社協への職員派遣

災害ボランティアセンター運営支援 計５クール（２１名・２５日間）

生活福祉資金特例貸付に係る支援 計２クール（３名・８日間）

協働による被災地支援バスの実施 参加者１９名（８社協、４

施設・法人）

鳥取県中部地震による被災地支援対応

支援協定に基づく被災地社協への職員派遣

災害ボランティアセンター運営支援 計３クール（１０名・１８日間）

災害にも強い安心・安全な福祉の町づくり事業

中核スタッフ会議の開催 計７回

福祉避難所研修会の開催 計１回、モデル法人研修会の実施

計１５回

福祉避難所等運営支援事業

東・西・南部県域での福祉避難所の設置・運営等に向けた研修

会の開催 計３回

基本方針４ �������������� !

県社協組織の運営

第６０回徳島県社会福祉大会の開催 表彰並びに感謝状 ４９０

名・３７団体

第５次活動推進計画の策定へ向けた総合企画委員会の開催

種別協議会等との協働事業の推進

社会福祉法人セミナーの開催

社会福祉法人支援アドバイザー事業の実施

コンプライアンスの重要性に向けての取り組み

地域密着型サービス事業外部評価事業 ８２ヶ所

福祉サービス第三者評価事業（義務評価区分） ５ヶ所

福祉サービス第三者評価事業（任意評価区分） ３ヶ所

福祉サービス苦情解決事業

福祉サービス利用援助事業の実施状況の把握と報告書の作成

２４基幹的社協の書面調査・８基幹的社協の巡回訪問を実施

苦情受付体制整備状況等の状況把握と報告書の作成

種別協議会等社会福祉関係団体との協働事業

ネットワーク会議の開催

●収●入
科目 （単位：円）

会費収入 ７，９５５，６００
寄附金収入 １，６５５，０３４
補助金収入 １４４，１２４，０００
受託金収入 １０３，５０４，０００
事業収入 ３４，８２１，０００
負担金収入 ７，２９５，０００
受取利息配当金収入 ５８７，７０６
その他の収入 １，１３３，１００
基金積立資産取崩収入 ６，２０８，０１１
積立資産取崩収入 １４，２１４，８０２
生活福祉資金会計繰入金収入 ３，６６８，２５１
事業区分間繰入金収入 １，３９２，９１７
サービス区分間繰入金収入 １４，７２１，０５０
その他の活動による収入 ０
総額 ３４１，２８０，４７１

●支●出
科目 （単位：円）

人件費支出 １６５，２５７，３２２
事業費支出 １３４，７３０，３５７
事務費支出 １０，３４２，４２４
分担金支出 ４６，０００
助成金支出 １３，２６５，６７７
負担金支出 ９８０，０００
固定資産取得支出 １，３８４，５６０
基金積立資産支出 ３８，０１１
積立資産支出 ３６，８３３
サービス区分間繰入金支出 １４，７２１，０５０
その他の活動による支出 ６，１９１，１６０
総額 ３４６，９９３，３９４

平平成成２２８８年年度度 決決算算のの概概要要

支出

収入

一般会計［社会福祉事業区分］

収入総額１，３８２，６５３，０４１円

支出総額６９６，１１９，２４７円

［上記グラフ：主な収入及び支出科目の構成比］


